
別表１（第４条関係）
 

事 業 区 分 補　助　対　象　経　費

１ 総合相談体制整備事業
 通信運搬費、燃料費、 謝金、印刷製本費、会議費、

 使賃料、消耗品費、旅費、受講料

２ 企業情報整備・提供事業

 印刷製本費、通信運搬費、消耗品費、使賃料、

 委託費、データベース作成費、燃料費、旅費、

 負担金

３ 創業・経営革新支援事業
 謝金、旅費、使賃料、印刷製本費、会議費、

 燃料費、通信運搬費

４ 経営基盤等強化支援事業
 謝金、旅費、使賃料、印刷製本費、通信運搬費、

 消耗品費

５ 販路開拓支援事業

 旅費、謝金、印刷製本費、通信運搬費、使賃料、

 委託料、消耗品費、助成金、備品購入費、燃料費、

 会議費

６　支援体制整備事業

 給与手当（給料及び扶養手当、地域手当、

 通勤手当、期末・勤勉手当、住居手当、

 時間外勤務手当)、

 福利厚生費（健康保険料、厚生年金保険料、

 雇用保険料、労働者災害補償保険料、

 児童手当拠出金事業主負担分、介護保険料）、

 退職給付引当金、 光熱水費､使賃料､公租公課費



別表２（第4条関係）
事
業
区
分

事　 業 　内 　容

・中小企業者等が日常の事業経営上生じた法律に関する問題等に対応でき
るよう、弁護士等の専門家を活用した相談体制を整備する事業（窓口相
談）
・来訪が困難な中小企業者等のため、企業の求める場所へ出張 しての相
談を実施する事業（出張相談）
・ホームページ上に、オンライン相談受付機能を付与し、２４時間の相談
受付体制を整備する事業（オンライン相談）

日常の取引等で生じた問題解決にあたり、苦情紛争処理委員会を設置し
問題解決に対応する事業

下請企業が必要とする新規取引先開拓、加工技術、設備、生産管理等に
関する情報提供等を行うアドバイザーを配置する事業

より効果的な支援を実施するため、中小企業基盤整備機構や民間等が実施
する講習会や研修等を受講し、支援担当者の資質、能力を向上させる事業

県内中小企業の経営支援のため、国、県、支援機構の各種事業案内や受
発注情報、経営の参考となる情報を掲載した機関誌「サポートネット」を
毎月発行し、県内企業に配布する事業

企業各社の基本情報や企業が保有する産業資源（企業の強み、独自の製
造技術、特色ある製品等）に関する情報を蓄積、整備、公開することによ
り、県内中小企業者等の営業活動を支援する事業

情報提供に係る端末機・周辺装置、システム、データベース、回線及び保
守管理の設備等を整備する事業

地域の経営・景況動向等を調査分析し、調査分析により得た情報を中小
企業者等に提供すること等により、中小企業者等の経営判断に資する事業

他県において同種の事業を実施する中小企業支援機関と支援体制の相互
補完等を図ることを目的に、会議等への出席や開催を行い連携を強化する
事業及び地域情報化推進機関との連携を図る事業

創業予定者、創業間もない者を主な対象として、創業者に対する指導経
験豊富な専門家や創業成功者等を講師とし、創業に係る基礎知識やビジネ
スプランの作成方法等の習得機会を設ける事業

創業や経営の向上を図る中小企業者等の求めに応じて、民間の専門家等
を活用して経営、技術等に係る診断・助言を実施する事業

中小企業者の経営革新・新分野進出を支援するため、中小企業者を対象
として経営革新の必要性の周知を図るためのセミナーを開催するととも
に、経営革新促進アドバイザーを配置し、巡回訪問を通じて経営革新計画
の策定支援、計画の達成に向けた指導・助言を実施する事業

細 事 業 区 分

１
総
合
相
談
体
制
整
備
事
業

総合相談事業

取引適正化・苦情紛
争処理委員会事業

下請アドバイザー事
業

支援担当者能力開発
事業

３
創
業
・
経
営
革
新
支
援
事
業

起業家養成セミナー
開催事業

専門家派遣事業

中小企業経営革新普
及促進事業

景況調査分析事業

支援機関連携強化
等事業

２
企
業
情
報
整
備
・
提
供
事
業

サポートネット発行
事業

企業データベース整
備事業

支援情報機器整備事
業



中小企業の経営管理者又は従業員が技術経営理論又は高度な生産技術工
学理論等を習得する講座を夜間に開催する事業

中小下請企業者及びその従業員等人材のレベルアップを図り、技術、経
営の改善を図るための研修会・講習会を開催する事業

取引拡大を目的に、県外発注企業等と県内下請企業による商談会及び県
内１次下請企業と２次・３次下請企業による商談会を県内で開催するとと
もに、県外発注企業等の製造現場において見学・商談会を開催し、受注確
保に繋げる事業

本県の優れた技術を有する中小企業者等をアピールし、販路拡大を図る
ため、国内で開催される展示会への出展を支援する事業

６
支
援
体
制
整
備
事
業

中小企業支援基盤整備事業を実施する総務課、経営支援課、新事業創造
課及び新市場開拓課職員（他機関からの派遣職員は除く）を設置する事業
及び事業実施に要する経費

５
販
路
開
拓
支
援
事
業

取引拡大商談会・工
場見学会開催事業

４
経
営
基
盤
等
強
化
支
援
事
業

経営・生産技術夜間
ゼミナール開催事業

研修会・講習会開催
事業

総合展示会出展事業



様式第１（第６条関係）

                                                      

山 梨 県 知 事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所　

                                                                    

　　　　　　　　　　　　　　　　　 氏　名                        　印

           　

          　 

　２　補助事業開始及び完了予定年月日

　　　　　開始予定年月日　　 　　　　年　　月　　日

　　　　　完了予定年月日　　 　　　　年　　月　　日

　３　補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金交付申請額

      　　　　　 円

      　　　　　　　 円

      　　　　　　 円

　４　補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の配分額
  　　　　　　　　　　　　　　　　

　５　同上の金額の算出基礎(別紙１に記載のとおり)

　(注)(1)   仕入控除税額を減額して申請する場合には、次の算式を明記すること。

                補助金所要額－消費税等仕入控除税額＝補助金額

(2)   本様式は、日本工業規格Ａ４版とする。

番 号

年 月 日

　　　年度中小企業支援基盤整備事業費補助金交付申請書

別紙２　経費配分書のとおり

　１　補助事業の目的及び内容　　　 別紙１　事業計画書のとおり

　中小企業支援基盤整備事業費補助金交付要綱第６条第１項の規定により上記補助金の交
付につき、次のとおり申請します。

補助事業に要する経費

補 助 対 象 経 費

補 助 金 交 付 申 請 額



別紙１（様式第１関係　事業計画書）

　１　事業計画
  (1) 補助事業者名
  
  (2) 事業の全体概要
       （事業の背景や経緯を事業全体及び事業区分ごとに記載すること。）
  (3) 事業の目的、必要性、目標及び期待される効果等
         （事業区分内を補助事業者において細分化した細事業ごとに記載すること。）
        
        ①目　的
        
        ②必要性
        （地域産業の現状、問題点及びその対応策などから事業の必要性を明記のこと）
        
        ③目標及び期待される効果
        
        ④内　容
        （金額の算出根拠についても記載すること。）
        



２．事業実施体制（補助事業者等）の概要

　補助事業者の概要

連絡先（TEL・FAX）

 Ｅメールアドレス

　事　業　支　援　機　関　等　の　概　要  （委託が想定される機関等）

連絡先（所在地） 

TEL・FAX 

Ｅメールアドレス

名 称

代表者の役職及び氏名

委 託 理 由

所 在 地

設 立 年 月 日

事 業 内 容

代表者の役職及び氏名

連 絡 担 当 者

委 託 事 業 の 内 容

連 絡 担 当 者

事 業 内 容

名 称

所 在 地

設 立 年 月 日



別紙２（様式第１関係　経費配分書）

（単位：円）

細事業区分

１　総合相談体制整備事業  

小 計

２　企業情報整備・提供事業  

小 計

３　創業・経営革新支援事業 

小 計

４　経営基盤等強化支援事業

小 計

５　販路開拓支援事業

小 計

６  支援体制整備事業

小 計

 (注) １

２

３  「補助対象経費」とは、補助事業に要する経費のうち、企業負担等の収入見込額
を除たものとする。

備　考

 「事業区分」とは、第４条別表１の事業区分をいうものとし、「細事業区分」ご
とに金額を記入すること。

合　　　　　　　計

補助事業に
要する経費

補助対象
経    費

補助金
申請額

 「補助事業に要する経費」とは、補助事業者が補助事業を行うために必要な経費
とする。

事　業　区　分



様式第２（第７条関係）

                                                      

　　　　　　　　　　　殿

                                          　　　　　　山梨県知事名　

     　　　　年度中小企業支援基盤整備事業費補助金の交付決定

に ついて（通知）

１

２

     円

      円

      円

番 号

年 月 日

　　　　　年　　月　　日付け　第　　号をもって交付申請があった上記補助金につい
ては、次のとおり交付することに決定したので、中小企業支援基盤整備事業費補助金交
付要綱第７条第１項の規定により通知します。

　補助金の交付の対象となる事業及び内容は、　　　　年　　月　　日付け第
号で交付申請のあった中小企業支援基盤整備事業費補助金交付申請書記載のとお
りとする。

　補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金交付決定額は、次のとおりと
する。

補助事業に要する経費

補 助 対 象 経 費

補 助 金 交 付 決 定 額



３ 補助金の交付の条件は、次のとおりとする。

(1) 

(2)

(3) 

  

  

  　　(注) 本様式は、日本工業規格Ａ４版とする。

  

　補助事業の経費については、帳簿及びすべての証拠書類を備え、他の経理と
明確に区別し、その収支の状況を会計帳簿によって明らかにしておくととも
に、補助事業の完了(廃止の承認を受けた場合も含む。）の日に属する年度の
終了後５年間、知事の要求のあったときは、いつでも閲覧に供せるよう保存し
ておかなければならない。

　交付要綱第１９条第２項の知事が定める期間は、「減価償却資産の耐用年数
に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）」に定める耐用年数の期間とす
る。

　補助事業者は、山梨県補助金等交付規則及び中小企業支援基盤整備事業費補
助金交付要綱（　　　　年　月　日　　第　－　号。以下「交付要綱」とい
う。）の定めるところに従わなければならない。



様式第３（第８条関係）

                                                      

山 梨 県 知 事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所　

                                                                    

　　　　　　　　　　　　　　　　　 氏　名                        　印

  　　　　年度中小企業支援基盤整備事業費補助金の交付申請

   取下げ届出書

１　交付申請を取り下げする事業名

２　交付申請取下げ理由

　(注) 本様式は、日本工業規格Ａ４版とする。

　　　　　年　　月　　日付け　　第　　号をもって交付決定のあった中小企業支援基
盤整備事業費補助金の交付の申請は、次の理由により取り下げたいので中小企業支援基
盤整備事業費補助金交付要綱第８条の規定により届け出ます。

番 号

年 月 日



様式第４（第９条関係）

                                                      

山 梨 県 知 事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所　

                                                                    

　　　　　　　　　　　　　　　　　 氏　名                        　印

    　　　　年度中小企業支援基盤整備事業費補助金に係る補助事業の                                           

    計画変更承認申請書                 

　４　変更後の補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の配分額
      　　　

(注)(1) 　変更の理由を証する書類を添付すること。

(2) 　変更の理由及び内容は、できるだけ詳細に記入すること。

(3)

(4)   本様式は、日本工業規格Ａ４版とする。

(5)   仕入控除税額を減額して申請する場合には、次の算式を明記すること。

                 補助金所要額－消費税等仕入控除税額＝補助金額

　　　　　年　　月　　日付け　　第　　号をもって交付決定の通知を受けた中小企業
支援基盤整備事業費補助金に係る補助事業に関し、次の理由によりその計画変更を行い
たいので中小企業支援基盤整備事業費補助金交付要綱第９条第１項の規定により申請い
たします。

番 号

年 月 日

　中止又は廃止にあっては、中止又は廃止後の措置を含めてこの様式に準じ
て申請すること。

　１　変更を必要とする理由　　　

別紙２のとおり

別紙１のとおり

　２　変更の内容　　　 別紙１のとおり

　３　変更が補助事業に及ぼす影響　　　 別紙１のとおり

　５　同上の算出基礎　　　 様式適宜   



別紙１（様式第４関係）

  事業計画（計画変更の内容）

　(1)○ ○ ○ ○ 事 業

変 更 前 変 更 後 変　更　の　理　由 計 画 変 更 が 補 助 事 業

に 及 ぼ す 影 響

　(2)○ ○ ○ ○ 事 業

変 更 前 変 更 後 変　更　の　理　由 計 画 変 更 が 補 助 事 業

に 及 ぼ す 影 響



別紙２（様式第４関係）

                経費配分書（計画変更承認新旧対照表）
（単価：円）

事　業　区　分 備　 考

細事業区分 変 更 前 変 更 後 変 更 前 変 更 後 変 更 前 変 更 後

○○○事業 ○○○事業

○○○事業 ○○○事業

(注) １

２

 ３

 ４

 事業区分については、別紙２（様式第１関係）の経費配分書に準ずるものとし、変更を行
おうとする事業区分又は細事業区分について記入すること。

 「備考」には、事業区分で変更しようとする額の増減額、割合を記入すること。

合　　　計

補助事業に要する経費 補 助 対 象 経 費 補 助 金 申 請 額

 「補助事業に要する経費」とは、補助事業者が補助事業を行うために必要な経費とする。

 「補助対象経費」とは、第４条に掲げる補助事業に要する経費のうち、企業負担等の収入
見込額を除いたものとする。



様式第５（第１０条関係）

                                                      

山 梨 県 知 事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所　

                                                                    

　　　　　　　　　　　　　　　　　 氏　名                        　印

         　　　　年度中小企業支援基盤整備事業費補助金に係る

        事業遅延等報告書

１　事故の原因及び内容

２　事故に係る金額

３　事故に対して採った措置

４　補助事業の遂行及び完了の予定

  (注)事故の理由を立証する書類を添付すること。 

  　　本様式は、日本工業規格Ａ４版とする。

番 号

年 月 日

　　　　　年　　月　　日付け　　第　　号をもって交付決定のあった中小企業支援基
盤整備事業費補助金に係る補助事業について、次のとおり事故があったので、中小企業
支援基盤整備事業費補助金交付要綱第１０条の規定により報告します。



様式第６（第１１条関係）

                                                      

山 梨 県 知 事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所　

                                                                    

　　　　　　　　　　　　　　　　　 氏　名                        　印

      　 　　　　年度中小企業支援基盤整備事業費補助金に係る補助                      

   事業の事業遂行状況報告書   

  (注) 本様式は、日本工業規格Ａ４版とする。

番 号

年 月 日

　　　　　年　　月　　日付け　　第　　号をもって交付決定のあった中小企業支援基
盤整備事業費補助金に係る補助事業の遂行状況について、中小企業支援基盤整備事業費
補助金交付要綱第１１条の規定により報告します。

　補助事業の実施状況　　　 別紙１のとおり    



別紙１（様式第６関係）

実施状況報告

計画件数等 実施件数等 実施内容及び実施機関名

細事業区分

１ 総合相談体制 ○○事業

　 整備事業 △△事業

□□事業  

２ 企業情報整備

・提供事業

３ 創業・経営革

新支援事業

４ 経営基盤等強

化支援事業

５ 販路開拓支援

事業

６ 支援体制整備

事業

(注)
1

2

3

事 業 区 分

　計画件数及び実施件数欄には、対象企業数、テーマ数、参加企業数、開催回数等について記すること。

　実施内容及び実施機関名等の欄には、事業を実施した年月日、場所、実施調査、指導、相談等の内容、会
議の開催、イベント開催、報告書等の内容、調査委託の内容、委託期間等を簡潔に記入すること。（窓口相
談、専門家派遣については、別紙書式による内訳を添付すること。）

　補助事業を第三者に委託し、又は第三者と共同して実施している場合には、実施に関する契約名、契約
先、契約金額、経費区分及び委託又は共同で実施する理由等を記載した委託等事業容証明書を別紙として添
付すること。



（実施状況報告の内訳）

（１）窓口相談 

（業種別）

　　内　　　訳

苦 情
紛 争
関 係

その他

製造業

卸売業

建設業

小売業

サービス業

その他

小計

（目的別）

　　内　　　訳

苦 情
紛 争
関 係

その他

創業

経営革新

その他

小計

相談企業
数（実数）

相談等延
べ件数
（相談企
　業数
(実数)）

相談企業
数（実数）

相談等延
べ件数
（相談企
　業数
(実数)）

省 エ ネ労 務 税 務

Ｉ Ｓ Ｏ

取 引 適 性 化

ビ ジ ネ
ス プ ラ

ン

Ｉ Ｔ そ の 他取 引 適 性 化 事 業
提 携

会 社
設 立

省 エ ネ税 務 技 術 新 分 野
進 出

貿 易
関 係

新 分 野
進 出

貿 易
関 係

経 営
全 般

マ ー ケ
テ ィ ン

グ

資 金 法 律 労 務

事 業
提 携

会 社
設 立

特 許

資 金 法 律 特 許 そ の 他Ｉ Ｓ Ｏ技 術 ビ ジ ネ
ス プ ラ

ン

Ｉ Ｔ　　　内容

 業種

　　　内容

 目的

経 営
全 般

マーケ
ティン
グ



（２） 専門家派遣事業（業種別）

　　　 １企業当たりの支援日数　

最　　　長 日

最　　　短 日

（業種別）

　　内　　　訳

苦 情
紛 争
関 係

その他

製造業

卸売業

建設業

小売業

サービス業

その他

小計

（目的別）

　　内　　　訳

苦 情
紛 争
関 係

その他

創業

経営革新

その他

小計

資 金 法 律　　　内容

 業種

相談企業
数（実数）

相談等延
べ件数
（相談企
　業数
(実数)）

技 術経 営
全 般

マーケ
ティン
グ

労 務 税 務 技 術

労 務 税 務 ビ ジ ネ
ス プ ラ

ン

Ｉ Ｔ

特 許

そ の 他

　　　内容

 目的

相談企業
数（実数）

相談等延
べ件数
（相談企
　業数
(実数)）

経 営
全 般

マ ー ケ
テ ィ ン

グ

資 金 法 律

［ ]

会 社
設 立

省 エ ネ Ｉ Ｓ Ｏ

Ｉ Ｓ Ｏ

事 業
提 携

取 引 適 性 化 事 業
提 携

会 社
設 立

貿 易
関 係

貿 易
関 係

ビ ジ ネ
ス プ ラ

ン

Ｉ Ｔ 取 引 適 性 化 そ の 他

特 許

新 分 野
進 出

省 エ ネ 新 分 野
進 出



様式第７（第１２条関係）

                                                                    

                                                      

山 梨 県 知 事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所　

                                                                    

　　　　　　　　　　　　　　　　　 氏　名                        　 印

          補助事業の実績報告書

                                  

１　　　　　年度中小企業支援基盤整備事業費補助金　支出表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　　　　　年度中小企業支援基盤整備事業費補助金に係る補助事業実績書
　　                 　　　　　

(注)　(1)

(2)   次の算式を明記すること。

               補助金所要額－消費税等仕入控除額＝補助金額

(3)   本様式は、日本工業規格Ａ４版とする。

　　　　　年　　月　　日付け　　第　　号をもって交付決定の通知のあった中小企
業支援基盤整備事業費補助金に係る補助事業について、中小企業支援基盤整備事業費
補助金交付要綱第１２条第１項の規定に基づき次のとおり報告します。

  当該年度に財産を取得しているときは、交付要綱第１８条第３項の規定
に基づき、様式第１１による取得財産等明細表を添付することとする。

番 号

年 月 日

　　　　年度中小企業支援基盤整備事業費補助金に係る

別紙１のとおり

別紙２のとおり       



別紙１（様式第７関係）

    支出表

補助事業に 補助対象  補助金

 備　考

要した経費 経 費  申請額

 （円）  （円）  （円）

１　総合相談体制整備事業  

２　企業情報整備・提供事業

３　創業・経営革新支援事業

４　経営基盤等強化支援事業

５　販路開拓支援事業  

６　支援体制整備事業  

           合　　　　計

（注）事業区分については、別紙２（様式第１関係）の経費配分書に準ずるものとする。

細事業区分

事　　　業　　　区　　　分



別紙２（様式第７関係）
      

補助事業実績書

計画件数等 実施件数等 実施内容及び実施機関名

細事業区分

１ 総合相談体制

　 整備事業

２ 企業情報整備

・提供事業

３ 創業・経営革

新支援事業

４ 経営基盤等強

化支援事業

５ 販路開拓支援

事業

６ 支援体制整備

事業

(注)
１

２

３

４

  補助事業を第三者に委託し、又は第三者と共同して実施した場合には、実施に関する
契約名、契約先、契約金額、経費区分及び委託又は共同で実施する理由等を記載した委
託等事業内容証明書を別紙として添付すること。

  補助対象となる経費については各々の内容、積算明細の資料を添付すること。

事 業 区 分

　計画件数及び実施件数欄には、対象企業数、テーマ数、参加企業数、開催回数等につ
いて記載すること。

　実施内容及び実施機関名等の欄には、事業の実施された年月日、場所、調査、支援、
相等の内容、会議・イベントの開催、報告書等の内容、委託期間等を簡潔に記入するこ
と。
  なお、窓口相談、専門家派遣については、別紙書式による内訳を添付すること｡



（実施報告の内訳）

（１）窓口相談 

（業種別）

　　内　　　訳

苦 情
紛 争
関 係

その他

製造業

卸売業

建設業

小売業

サービス業

その他

小　計

（目的別）

　　内　　　訳

苦 情
紛 争
関 係

その他

創業

経営革新

その他

小　計

ビ ジ ネ
ス プ ラ

ン

　　　内容

 目的

相談企業
数（実数）

相談等延
べ件数
（相談企
　業数
(実数)）

技 術労 務 税 務

税 務

Ｉ Ｔ 取 引 適 性 化　　　内容

 業種

相談企業
数（実数）

相談等延
べ件数
（相談企
　業数
(実数)）

経 営
全 般

マーケ
ティン
グ

資 金 法 律 省 エ ネ Ｉ Ｓ Ｏ事 業
提 携

会 社
設 立

特 許 そ の 他新 分 野
進 出

貿 易
関 係

経 営
全 般

マ ー ケ
テ ィ ン

グ

技 術 ビ ジ ネ
ス プ ラ

ン

資 金 法 律 労 務 特 許 そ の 他Ｉ Ｔ 取 引 適 性 化 事 業
提 携

会 社
設 立

省 エ ネ Ｉ Ｓ Ｏ 新 分 野
進 出

貿 易
関 係



（実績報告の内訳）

（２） 専門家派遣事業

　　　 １企業当たりの支援日数　

最　　　長 日

最　　　短 日

（業種別）

　　内　　　訳

苦 情
紛 争
関 係

その他

製造業

卸売業

建設業

小売業

サービス業

その他

小計

（目的別）

　　内　　　訳

苦 情
紛 争
関 係

その他

創業

経営革新

その他

小計

相談等延
べ件数
（相談企
　業数
(実数)）

経 営
全 般

マーケ
ティン
グ

資 金

［ ]

ビ ジ ネ
ス プ ラ

ン

　　　内容

 目的

相談企業
数（実数）

相談等延
べ件数
（相談企
　業数
(実数)）

技 術

技 術

法 律 労 務 税 務　　　内容

 業種

相談企業
数（実数）

Ｉ Ｓ Ｏ

経 営
全 般

マ ー ケ
テ ィ ン

グ

資 金 法 律 Ｉ Ｔ 取 引 適 性 化労 務 税 務 ビ ジ ネ
ス プ ラ

ン

新 分 野
進 出

貿 易
関 係

事 業
提 携

特 許Ｉ Ｔ 取 引 適 性 化 事 業
提 携

会 社
設 立

省 エ ネ

そ の 他会 社
設 立

省 エ ネ Ｉ Ｓ Ｏ 特 許 新 分 野
進 出

貿 易
関 係

そ の 他



様式第８（第１４条関係）

                                                                    

                                                      

山 梨 県 知 事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所　

                                                                    

　　　　　　　　　　　　　　　　　 氏　名                        　印

１ 金 円

２ 金 円

３ 金 円

４ 金 円

５ 別紙のとおり

６ 概算払を必要とする理由

７ 振込先

 当座　・　普通   №

 

 (注) 本様式は、日本工業規格Ａ４版とする。

番 号

年 月 日

交 付 決 定 額

概 算 払 受 領 済 額

　　　　年度中小企業支援基盤整備事業費補助金概算払請求書　

　　　　　年　　月　　日付け　　第　　号をもって交付決定のあった中企業支援基盤整
備事業費補助金の概算払を受けたいので、中小企業支援基整備事業費補助金交付要綱第１
４条の規定により、次のとおり請求します。

住 所

口 座 名 義

振 込 先 金 融 機 関 名

フ リ ガ ナ

預貯金の種別・口座番号

今 回 請 求 額

残 額

事 業 費 別 内 訳



別紙（様式第８関係）

事業費別内訳                                              　　　　（単位：円）

事業区分 交　　付 概 算 払 今　　回 残　　額

決 定 額 受領済額 請 求 額 ④＝

 細事業区分 ① ② ③ ①-②-③

１ 総合相談体制

整備事業

小　計

２ 企業情報整備

・提供事業 

小　計

３ 創業・経営革新

支援事業

  　　 小　計

４ 経営基盤等強化

支援事業

小　計

５ 販路開拓支援事業

　　

   　 小　計

６ 支援体制整備事業

　　

   　 小　計

合　　計



様式第８－１（第１４条関係）

                                                                    

                                                      

山 梨 県 知 事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所　

                                                                    

　　　　　　　　　　　　　　　　　 氏　名                        　印

１ 金 円

２ 金 円

３ 金 円

４ 金 円

５ 振込先

 当座　・　普通   №

 

 (注) 本様式は、日本工業規格Ａ４版とする。

交 付 決 定 額

概 算 払 受 領 済 額

今 回 請 求 額

額 の 確 定 額

振 込 先 金 融 機 関 名

口 座 名 義

番 号

年 月 日

　　　　年度中小企業支援基盤整備事業費補助金精算払請求書　

　　　　　年　　月　　日付け　　第　　号をもって交付決定のあった中企業支援基盤整
備事業費補助金の精算払を受けたいので、中小企業支援基整備事業費補助金交付要綱第１
４条の規定により、次のとおり請求します。

住 所

預貯金の種別・口座番号

フ リ ガ ナ



様式第９（第１６条関係）

                                                      

山 梨 県 知 事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所　

                                                                    

　　　　　　　　　　　　　　　　　 氏　名                        　印

１　補助金額（交付要綱第１３条第１項の規定により通知した額）

                                                                 　 円

２　補助金の確定時における消費税等仕入控除税額

                                                                 　 円

３　消費税及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税等仕入控除税額

                                                                 　 円

４　補助金返還相当額（３－２）

                                                                 　 円

(注)(1)  別紙として積算の内訳を添付すること。

(2)  本様式は、日本工業規格Ａ４版とする。

番 号

年 月 日

　中小企業支援基盤整備事業費補助金交付要綱第１６条第１項の規定により、次のとお
り報告します。

　　　　年度消費税及び地方消費税の額の確定に伴う報告書



様式第１０（第１８条関係）

            

            

（単価：千円）

取    得 耐 用 保 管

年 月 日 年 数 場 所

(注) １

２

３

４

５

６

  数量は、同一規格であれば一括して掲載して差し支えない。ただし単価が異なる
場合には区別して記載のこと。

  取得年月日は検収年月日を記載すること。

  本様式は、日本工業規格Ａ４版とする。

取 得 財 産 等 管 理 台 帳 （ 年 度 ）

取 得 財 産 等 明 細 表

区 分財 産 名

  本様式は、取得財産等管理台帳、取得財産等明細表両表とし、いずれかを表示の
こと。

  対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が本交付要第１９条第１
項に定める処分制限額以上の財産とする。

  財産名の区分は、(イ)事務用備品、(ロ)事業用備品、(ハ)書籍、資料、(ニ)無体
財産権（工業所有権等）、(ホ)その他の物件（不動産及びの従物）とする｡

備 考補助率金 額単 価数 量規 格



様式第１１（第１９条関係）

                                                      

山 梨 県 知 事　殿

住　所　

氏　名                        　印

　　　　年度中小企業支援基盤整備事業費補助金に係る

      　       補助事業の財産処分承認申請書

１　補助事業名

２　品 目 及 び 取 得 年 月 日

３　取得価格及び時価

４　処分の方法

５　処分の理由

  (注) 本様式は、日本工業規格Ａ４版とする。

番 号

年 月 日

　 　　　　年度中小企業支援基盤整備事業費補助金に係る補助事業の財産処分の承認を
受けたいので、中小企業支援基盤整備事業費補助金交付要綱第１９条第３項の規定によ
り次のとおり申請いたします。


